

































































































































秘書（Secretary of State）にして、王室財務官（Treasurer of the Household）でもあったヘン
リ・ヴェイン（Sir Henry Vane, 1589-1655）は、次のように述べている。不満の救済方法は国王
によって決められるが、カトリック諸国の君主が団結している今は、その対応に必要な金銭供与



































































































の議会（[high] Court of Parliament）」と位置づけたように（49）、議会が船舶税裁判におけるハム
デン有罪を取り消し、同税の非合法性を宣言することは、論理的には可能であった。庶民院議長
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